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新規事業説明資料（付属資料） 
 

 

 

 

 

 

・「Ⅴ 令和３年度予算の重点投資（主な最重点施策）」および「Ⅵ そ

の他の重点施策」に掲載した新規事業の説明資料です。 

・新規事業とは○囲み数字を付したタイトルに（新）と記載している

事業です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和３年度新規事業説明資料

03款 部課名

01項

01目

国庫支出金 その他

【政策等を必要とする背景及び経緯】

国庫支出金

-

その他

-

記載頁

４

（３）

①

記載頁

２

２

②

【将来にわたる事業効果】 【その他計画との関係】

【再興プランとの関係】

地域で支え合う福祉のまちの再興

日常生活や将来に不安を抱える方々への支援

日常におけるさまざまな不安の解消に向けた相談体制の充実

必要な人が福祉サービスにつながるとともに、市と市
民が手軽に関係性を構築することを目指している。

【特記事項】 【市民参加の有無】　※あれば具体内容を記入

【基本計画との関係】

健康でやさしい心のふれあうまち

84総合的な地域福祉サービスの推進

地域福祉サービスの推進

-

【事業費内訳】
合計

【事業の内容等】 592

● 福祉ガイドの作成
・ 横須賀市の福祉サービスの全体像をわかりやすく
伝える一覧表を作成する。
・ 配布については、デジタル版を優先する。
・ 作成の過程において把握された、福祉の施策一覧
については、相談対応する職員の支援ツールとして
活用する。
●福祉に特化したLINEアカウントの運用
・LINEによる相談を受け付けることで、市民が相談し
やすい環境を整備する。
・ 福祉部アカウントの登録者を確保し、アンケート調
査などを実施する。
・ 調査により、課題の整理、顕在化をすることで、施
策の改善または新たな施策につなげる。

福祉ガイドの作成 0

福祉に特化したLINEアカウントの運用 592

事業期間 総事業費 県支出金

未定

- -

市債 一般財源

-

592

特定財源の内訳

・ 市民ニーズに即したサービスを展開するために、市
民と行政のタッチポイントを増やす必要がある。
・ 誰も一人にさせないまちに向け、福祉サービスが必
要なのに、つながらない、つながりにくい人が行政に
つながりやすくなる取り組みを実施する必要がある。

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

市 債

592

財源内訳

県支出金 市債 一般財源
予算額

39

（単位：千円）

民生費 福祉部地域福祉課

社会福祉費
事業名

福祉コミュニケーションツールの充実
（福祉コミュニケーション基盤構築事業）社会福祉総務費
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令和３年度新規事業説明資料

03款 部課名

01項

01目

国庫支出金 その他

【政策等を必要とする背景及び経緯】

417

国庫支出金

-

その他

-

記載頁

４

（３）

①

記載頁

２

２

②

【将来にわたる事業効果】
居場所を設けることで、社会との繋がりが継続し、孤
立状況を防止することができ、人的交流により社会性
が身につき就労体験、就労に繋がる。

【特記事項】 【市民参加の有無】　※あれば具体内容を記入

【再興プランとの関係】

地域で支え合う福祉のまちの再興

39日常生活や将来に不安を抱える方々への支援

日常におけるさまざまな不安の解消に向けた相談体制の充実

【その他計画との関係】

【基本計画との関係】

健康でやさしい心のふれあうまち

84総合的な地域福祉サービスの推進

地域福祉サービスの推進

-

【事業費内訳】
合計

【事業の内容等】 835

●居場所づくり事業
　アウトリーチ支援等で支援した方が、自宅から出る
ための第一歩として、また、当事者や経験者等の交
流の場として中間的、過渡的な役割となる居場所を
提供する。
・対象者
　アウトリーチ支援の対象者で外出が可能になった方
　就労準備支援事業に繋がるも就労へ踏み出すこと
ができない方
　就労に繋がるも生活等の不安等から居場所を求め
る方等
・実施回数
　年間　４８回（月４回、週１回）
・内容
　利用時間等制限を設けず、気軽に自由に立ち寄る
ことができる場所。
　当事者同士、当事者、経験者の交流の場として、交
流会を実施。

居場所づくり事業委託料 835

事業期間 総事業費 県支出金

未定

- -

市債 一般財源

-

418

特定財源の内訳

　平成29年度から就労準備支援事業、令和２年度か
らアウトリーチ支援事業を開始し、ひきこもりの支援に
取り組んできた。
　支援をしている中で、様々な課題が見え、その中で
中間的、過渡的な役割を担う居場所づくりの必要性
が生じてきた。
　国もひきこもりの支援をしていく中で、集団療法とし
ての居場所の提供が必要と考え、市町村に居場所づ
くり事業の補助金を創設している。
　本市としても、ひきこもりの支援を切れ目なくしていく
ためにも居場所づくり事業を実施していく。

国 庫 支 出 金 生活困窮者自立相談支援事業費等国庫補助

県 支 出 金

市 債

予算額
財源内訳

県支出金 市債 一般財源

835 417

（単位：千円）

民生費 福祉部生活支援課（生活福祉課）

社会福祉費
事業名

ひきこもり状態にある方を対象とした居場所づくり事業
(生活困窮者自立相談支援事業費)社会福祉総務費
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令和３年度新規事業説明資料

03款 部課名

02項

03目

国庫支出金 その他

【政策等を必要とする背景及び経緯】

1,667

1,577

国庫支出金

-

その他

-

記載頁

3

（1）

①

記載頁

3

2

①

【将来にわたる事業効果】

【事業の内容等】
１　定員：10名以内（年齢により、人数調整あり）
２　対象年齢：6か月から6歳まで
３　開設時間：8：30～17：30
４　利用料金：0～2歳児　　30分250円
　　　　　　　　3～5歳児　 　30分175円
５　休業日：市民プラザ休館日（原則12月29日～1月3
日を除く毎日）

※利用者数の見込み
令和元年度利用者数883人、平均利用者数2.45人、
来年度は、1日あたり平均利用数が1名増えると見込
み、883人＋（360人×9月/12月）＝1,153人とする。

49

（単位：千円）

民生費 こども育成部　保育課

児童福祉費
事業名

一時預かり事業（ウェルシティ）の実施
（一時預かり事業）子育て支援費

1,667 1,577 3,46913,531

財源内訳

県支出金 市債 一般財源
予算額

6,818

特定財源の内訳

国 庫 支 出 金 子ども・子育て支援交付金現在、ウェルシティ市民プラザ託児室は、健康部健康
総務課が所管しており、利用対象者は、ウェルシティ
市民プラザ内の施設利用者となっている。
平成27年度から令和元年度の5年間の平均利用者
数は、　2.33人と定員15名に届かない状況である。
定員に満たない隙間の部分に、地域の子育て家庭を
受け入れるため、令和3年7月より、所管をこども育成
部保育課とし、一時預かり事業を実施することとする。

県 支 出 金 子ども・子育て支援交付金

市 債

事業期間 総事業費 県支出金

未定

- -

市債 一般財源

- -

【事業費内訳】
合計

13,531

委託料 11,940

庁用器具費 687

使用料及び賃借料 50

需用費 831

報酬 23

【基本計画との関係】

個性豊かな人と文化が育つまち

70子どもが心豊かで健やかに育つ環境の充実

子どもを産み育てやすい環境づくり

ウェルシティ施設利用者のみではなく、地域の子育て
家庭に一時預かりを提供することにより、子育て支援
の充実を図る。

【特記事項】 【市民参加の有無】　※あれば具体内容を記入

【その他計画との関係】

横須賀市こども未来プラン

【再興プランとの関係】

子育て・教育環境の再興

子育て世代が働きやすい環境

待機児童ゼロに向けた保育所等の整備と定員拡充
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令和３年度新規事業説明資料

11款 部課名

07項

02目

国庫支出金 その他

【政策等を必要とする背景及び経緯】

816

国庫支出金

-

その他

-

記載頁

3

(2)

③

記載頁

【将来にわたる事業効果】

（単位：千円）

教育費 教育委員会学校教育部 支援教育課

特別支援学校費
事業名

医療的ケアが必要な児童への看護師配置
（医療的ケア充実事業）養護学校費

8162,453

財源内訳

県支出金 市債 一般財源
予算額

1,637

特定財源の内訳

・現在、市立小学校には看護師が配置されていない
ため、医療的ケアが必要な児童は市立養護学校に在
籍している。
・喀痰吸引のみの場合、看護師を配置することによ
り、居住地学区の小学校に在籍して、他の子どもと同
様に学校生活を送ることができる。
・対象となる児童とその保護者が居住地学区の小学
校への就学を強く希望する場合は、合理的配慮とし
て看護師を配置することにより、本市のインクルーシ
ブ教育システムの構築がさらに前進することになる。

国 庫 支 出 金 教育支援体制整備事業費補助

県 支 出 金

市 債

事業期間 総事業費 県支出金

未定

- -

市債 一般財源

- -

【事業費内訳】
合計

【事業の内容等】 2,453

・対象児童（大塚台小学校区在住）が来年度小学校３
年生になるため、令和3年度～6年度までの４か年、
看護師１名（会計年度任用職員）を雇用する。
・今回、新たに雇用する看護師（会計年度任用職員）
を大塚台小学校に配置し、医療的ケアを行う。

看護師配置 2,453

【基本計画との関係】

個性豊かな人と文化が育つまち

74人間性豊かな子どもが育つ教育の充実

支援教育の充実

・医療的ケアの中でも特定行為のみで、重複の障害
がない場合に限られるが、養護学校で学校生活に慣
れた後に、居住地学区の学校への就学を選択するこ
とが可能になる。

【特記事項】 【市民参加の有無】　※あれば具体内容を記入

【その他計画との関係】

【再興プランとの関係】
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令和３年度新規事業説明資料

03款 部課名

02項

01目

国庫支出金 その他

【政策等を必要とする背景及び経緯】

13,296

国庫支出金

-

その他

-

記載頁

３

（１)

①

記載頁

３

１

⑤

【将来にわたる事業効果】 【その他計画との関係】

【再興プランとの関係】

子育て・教育環境の再興（整備・充実）

出産・子育て環境の充実

すべての子育て世帯を対象とした施設の充実

(要保護児童対策地域協議会運営事業＋青少年相
談事業)
　令和２年度予算額   24,674千円
　補助金合計             1,975千円
　一般財源               22,699千円

地域団体などの社会資源と連携して児童虐待防止活動を行
う。

虐待の発生予防に取り組むことで、深刻な虐待を未
然に防ぎ、子どもの権利を守ることができる。将来的
に、一時保護、生活保護の世代間連鎖などの減少に
つながる。

【特記事項】 【市民参加の有無】　※あれば具体内容を記入

【基本計画との関係】

個性豊かな人と文化が育つまち

70子どもが心豊かで健やかに育つ環境の充実

子どもを産み育てやすい環境づくり

-

【事業費内訳】
合計

【事業の内容等】 26,456

・こども家庭支援課とこども健康課が拠点機能を併せ
持つ体制での支援拠点設置。
・子どもとその家族および妊産婦を対象に総合的な
相談支援業務を行う。
・要保護児童対策地域協議会運営事業と青少年相
談事業を組み換え、新たに、家庭訪問や地域と連携
したソーシャルワーク機能を加え、虐待予防活動を展
開する。

(１)こども家庭総合支援拠点事業
①子ども家庭支援業務(実情の把握・相談対応等)
②要支援児童及び要保護児童並びに特定妊婦への
　支援
③要保護児童対策地域協議会を活用した関係機関
　との連携
④その他の必要な支援
　・育児支援家庭訪問事業の実施
　・保護者や関係機関等の職員に対する相談・助言
　　など
(２)こども青少年相談
　家族関係、学習の遅れ、ひきこもりなど、子どもとそ
の家庭の様々な悩みに対して、公認心理師、臨床心
理士等による相談支援を行う。

こども家庭総合支援拠点事業費 12,038

こども青少年相談事業費 14,418

事業期間 総事業費 県支出金

未定

- -

市債 一般財源

-

13,160

特定財源の内訳

・児童虐待防止に向けた国の施策のうち、市町村業
務を強化するための事業。
・平成28年児童福祉法の改正により、自治体に子ども
家庭総合支援拠点設置が義務付けられた（努力義
務）。この法的根拠を基に、国は2022年度（令和4年
度）までに全市区町村に設置する方針を打ち出して
いる。
・平成29年3月31日付、厚労省より「市区町村子ども
家庭総合支援拠点」設置運営要綱の通知あり。

国 庫 支 出 金 児童虐待・DV対策等総合支援事業費補助

県 支 出 金

市 債

13,29626,456

財源内訳

県支出金 市債 一般財源
予算額

48

（単位：千円）

民生費 こども家庭支援センターこども家庭支援課

児童福祉費
事業名

ソーシャルワーク機能の強化
（こども家庭総合支援拠点事業）児童福祉総務費
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02款 部課名

01項

07目

国庫支出金 その他

【政策等を必要とする背景及び経緯】

60,100

3,600

国庫支出金

-

その他

-

記載頁

1

（１）

①

記載頁

４

１

①

【将来にわたる事業効果】

－

77,381
  [令和２年度補正] 66,874

  [令和３年度当初] 10,507

【その他計画との関係】

横須賀港港湾計画

【再興プランとの関係】

歴史や文化を生かしたにぎわいの再興

歴史遺産の活用促進

浦賀奉行所開設３００周年を契機とした郷土愛の醸成とにぎわいづくり

整備工事及び活用調査については令和２年度
補正予算で計上し、繰越明許を設定（令和３年
度に事業実施予定）

整備や活用に関する方針を検討するため、レンガドッ
ク活用実行委員会および有識者などの意見を聴く予
定

本市にとって貴重な歴史遺産が保全されるとともに、
海洋都市構想における重要拠点として、さまざまな観
光・交流拠点としての活用が見込める。

【特記事項】 【市民参加の有無】　※あれば具体内容を記入

いきいきとした交流が広がるまち

50人を呼び込む環境づくり

地域資源を生かした魅力づくり

【基本計画との関係】

6,474

浦賀レンガドック周辺部維持管理費 10,507

【事業費内訳】
合計

【事業の内容等】 77,381

●浦賀レンガドック周辺部の維持管理
・警備及び清掃を委託により実施する。
・必要な部分について修繕、施設点検などを実施す
る。

●浦賀レンガドック周辺部整備工事
・場内障害物の撤去等の安全対策工事を行う。
・既設トイレ２か所について改修工事を行う。

●浦賀レンガドック周辺区域活用調査
・整備方針検討のため、立地ポテンシャルや民間需
要などの調査を委託により実施する。

浦賀レンガドック周辺部整備費 40,000

浦賀レンガドック既設トイレ改修 20,400

浦賀レンガドック利活用調査委託

事業期間 総事業費 県支出金

未定

- -

市債 一般財源

- -

特定財源の内訳

令和３年（2021年）３月末に住友重機械工業㈱から浦
賀レンガドック周辺部の土地について寄附を受けるこ
とになったことから、令和３年度から市による適切な維
持管理を開始し、浦賀奉行所300周年事業やガイド
活動など暫定的な開放を行うために必要な整備を行
う。
また、海洋都市の実現に向けた重要拠点として、民
間活力を含めた整備方針を検討するため、立地のポ
テンシャルや民間需要などの調査を行う。

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

市 債 大規模プロジェクト推進事業費公債

そ の 他 港湾施設占用料

浦賀レンガドック周辺部の活用
（大規模プロジェクト推進事業）

60,100 3,600

財源内訳

県支出金 市債 一般財源

13,681

経営企画費ほか

予算額

令和３年度新規事業説明資料（令和２年度補正予算含む）

177

（単位：千円）

総務費ほか 経営企画部企画調整課・みなと振興部港湾管理課

総務管理費ほか
事業名
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令和３年度新規事業説明資料

05款 部課名

01項

04目

国庫支出金 その他

【政策等を必要とする背景及び経緯】

国庫支出金

-

その他

-

記載頁

5

（４）

①

記載頁

【将来にわたる事業効果】

―

―

①二酸化炭素排出量を吸収量により相殺することで、
2050年までに排出量「実質ゼロ」の実現を推進するこ
とができる。
②市内研究機関、市内企業、市民団体等との連携・
協力により地域全体での取組を進めることができ、
「海洋都市 横須賀」を発信することができる。

環境基本計画

低炭素で持続可能なよこすか戦略プラン

【特記事項】 【市民参加の有無】　※あれば具体内容を記入

令和３年度はブルーカーボン事業のスキームや広が
りの可能性について検討する。

検討会に市内企業、市民団体などにメンバーとしての参画を
予定

【再興プランとの関係】

【その他計画との関係】

【基本計画との関係】

安全で快適に暮らせるまち

105地球環境問題への対応

温暖化対策の推進

-

【事業費内訳】
合計

【事業の内容等】 370

①（仮称）ブルーカーボン推進検討会の設置・開催
　市内研究機関、市内企業、市民団体等による検討
会を設置・開催し、各主体の知見・情報を共有しなが
ら、事業スキームや具体的事業を検討
②藻類やアマモ類の現況把握
③二酸化炭素吸収量の算定
　これまでの研究文献や国・市の既存データ等に基
づき算定
④新地球温暖化対策実行計画における吸収源として
の取り扱いについての検討

報酬 52

事務費 318

事業期間 総事業費 県支出金

未定

- -

市債 一般財源

-

370

特定財源の内訳

脱炭素社会（2050年までに二酸化炭素排出量実質
ゼロ）への移行に向けて、二酸化炭素吸収量により排
出量を相殺するための取り組みを進めます。
令和３年度は、ブルーカーボンを蓄積する仕組み（海
で起こる光合成）を二酸化炭素の吸収源として活用し
ていくための検討を行います。

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

市 債

370

財源内訳

県支出金 市債 一般財源
予算額

（単位：千円）

環境費 環境政策部　環境企画課

環境費
事業名

ブルーカーボン推進の検討
（温暖化対策推進事業費）環境対策費
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令和３年度新規事業説明資料

09款 部課名

05項

03目

国庫支出金 その他

【政策等を必要とする背景及び経緯】

国庫支出金

-

その他

-

記載頁

2

(1)

①

記載頁

【将来にわたる事業効果】

98被害木に隣接する住居や道路利用者の安全・安心
が確保できる。

横須賀市みどりの基本計画

【特記事項】 【市民参加の有無】　※あれば具体内容を記入

本事業は、令和５年度までの３か年事業

【再興プランとの関係】

【その他計画との関係】

【基本計画との関係】

海と緑を生かした活気あふれるまち

57自然環境の保全・創出による潤いある地域づくり

自然環境の保全

6,000

【事業費内訳】
合計

【事業の内容等】 2,000

〇対象者
ナラ枯れ被害木により自ら被害を受け、または、周囲
に被害を与える可能性がある土地所有者、および、
被害を受ける可能性のある隣接土地所有者等

〇対象樹木
自己及び隣接土地所有者等に家屋の損傷等被害が
生じる可能性のある樹木（隣接地の被害については、
境界からの距離制限を設ける）。

〇対象経費等
ナラ枯れ被害木の処理（伐倒・破砕）に要する経費に
ついて、年度１回の申請で上限20万円まで補助（この
上限内であれば本数に制限は設けない）。

横須賀市ナラ枯れ被害木処理支援補助金 2,000

事業期間 総事業費 県支出金

令和３年度
～

令和５年度

6,000 -

市債 一般財源

-

2,000

特定財源の内訳

現在、市内の樹林地においてブナ科の樹木にカシノ
ナガキクイムシが媒介するナラ菌により引き起こされる
「ナラ枯れ」の被害が急激に拡大している。
このナラ枯れ被害木のなかには、倒木により周囲の
住居や道路に危険をもたらす可能性を有するものが
あるが、処理費用が高額なため、被害木の所有者が
対策に踏み切れないケースもあるため、その処理を
促進する必要がある。

国庫支出金

県 支 出 金

市 債

2,000

財源内訳

県支出金 市債 一般財源
予算額

（単位：千円）

土木費 環境政策部　自然環境共生課

都市計画費
事業名

ナラ枯れ対策の支援
（ナラ枯れ対策支援事業）緑化推進費
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令和３年度新規事業説明資料

02款 部課名

01項

15目

国庫支出金 その他

【政策等を必要とする背景及び経緯】

国庫支出金

-

その他

-

記載頁

7

（3）

②

記載頁

【将来にわたる事業効果】

（単位：千円）

総務費 市民部浦賀行政センター

総務管理費
事業名

浦賀行政センターの機能拡充
（浦賀警察署跡地取得事業）行政センター費

526

財源内訳

県支出金 市債 一般財源
予算額

526

特定財源の内訳

・歩行スペースを浦賀行政センター横まで連続して確
保すると駐車場区画が減るため、駐車場を拡充する
必要がある。
・旧浦賀警察署横の市道は歩行スペースが狭く、歩
行者の安全確保が課題となっている。
・これらの地元の要望を受け、浦賀警察署の跡地の
取得について、神奈川県に要望している。

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

市 債

事業期間 総事業費 県支出金

未定

- -

市債 一般財源

- -

【事業費内訳】
合計

【事業の内容等】 526

●関係機関と調整
・浦賀警察署跡地の取得に向けて、関係機関と調整
を行う。
●不動産鑑定
・公有財産の取得に必要な不動産鑑定評価を行う。

不動産鑑定料 526

【基本計画との関係】

効率的な都市経営の推進

118健全な行財政運営

計画的・効果的な行政運営

　浦賀警察署跡地を取得することで、周辺公共施設
を集約・複合化する将来構想の検討に活かせる。

【特記事項】 【市民参加の有無】　※あれば具体内容を記入

【その他計画との関係】

【再興プランとの関係】
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